
1 

令和５年度事業計画書 

 令和５年度は、経済対策による下支えの下、消費の回復や堅調な設備投資といった民需

主導による経済成長が期待されますが、引き続き、新型コロナウイルス感染症及びエネル

ギー価格の高騰等による内外経済の下振れリスクが懸念されます。 

自家発電設備を巡る状況については、巨大地震や大型台風等の自然災害に備えた防災・

減災対策やＢＣＰ対策の一環として自家発電設備の導入需要はあるものの、感染症の収束

状況等によっては設備投資が控えられるなど、先行き不透明な状態が続くものと思われま

す。 

当協会は、本年度も製品認証事業及び自家用発電設備専門技術者養成事業を中心に、  

自家発電設備等の信頼性や安全性の向上と更なる普及を目指し事業運営を行っていきます。 

各事業の事業計画の内容は、次のとおりです。 

１．自家発電設備の製品認証 

（１）消防庁長官登録認定機関としての認定の実施 

消防法施行規則第３１条の４に規定する登録認定機関として、「自家発電設備の  

基準」に適合していることの認定を行います。 

（２）製品認証機関としての認証の実施 

ISO/IEC 17065 に基づく製品認証機関として、各種審査及びサーベイランスにより、

自家発電装置等の認証基準に対する適合性評価を計画的に実施し、認証委員会の決定

に基づき、適合証明書及びサーベイランス結果通知書を発行します。 

（審査件数） 

審査の種類 令和５年度 

計画数（件） 

令和４年度 

実績数（件）（見込） 

前年度実績比 

（％） 

新規審査  ０  １   ０  

変更審査 ０ ０ － 

更新審査      １３ ３    ４３０ 

サーベイランス      １９ ２５  ７６ 
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（３）適合マーク等の交付 

製品認証機関の適合マーク、消防庁長官登録認定機関の認定マークを交付します。 

なお、消防庁長官登録認定機関の認定マーク交付枚数は、防災用自家発電装置及び 

常用防災兼用発電装置の適合マーク交付枚数の合計と同数です。        

（適合マーク交付枚数） 

種   別 令和５年度 

 計画数（枚） 

令和４年度 

実績数（枚）（見込） 

前年度実績比 

（％） 

防災用自家発電装置      ６,１００ ５,９００  １０３ 

常用自家発電装置      １５０       １６０ ９４ 

常用防災兼用発電装置       １０       １０  １００ 

可搬形発電設備   １１,０００ １１,０００  １００ 

非常動力装置     １００       １００ １００ 

 

２．自家用発電設備専門技術者の養成 

 

（１） 自家用発電設備専門技術者の講習・試験及び更新講習の実施 

①  自家用発電設備専門技術者の資格を取得するための講習・試験は、前年度と同様に

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた必要な対策を取った上で、資格取得希望

者を会員、非会員から広く募集し、全国１０地区で８月から１１月の期間で行います。 

（新規申請者数） 

資格の種類 令和５年度 

計画数（名） 

令和４年度 

実績数（名） 

前年度実績比 

（％） 

自家用発電設備 

専門技術者 
     １,１５０      １,１０４   １０４ 

可搬形発電設備 

専門技術者 
        ６５０         ６４６   １０１ 

 

② 自家用発電設備専門技術者の資格保有者に対する５年毎の更新講習は、前年度と同様   

に新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた必要な対策を取った上で、全国１４地区 

で８月から１１月の期間で行います。 

 本年度からは、可搬形発電設備専門技術者の更新講習に会場での講習に加えてオンラ

イン講習も導入します。希望者は９月～１１月の期間で都合に合わせてパソコン等で受

講できるようになります。 

（更新申請者数） 

資格の種類 令和５年度 

計画数（名） 

令和４年度 

実績数（名） 

前年度実績比 

（％） 

自家用発電設備 

専門技術者 
    ３,５００     ３,６２９    ９６ 

可搬形発電設備 

専門技術者 
    １,４００     １,７０４    ８２ 
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③ 専門技術者の講習・試験用テキストは、法令や技術基準等の改正及び技術的進歩

に合わせ内容を見直します。 

また、更新講習用テキストについても、法令、技術基準及び不具合事例等の最新

情報を提供できるよう内容を見直します。 

 

④ 専門技術者の講習・試験及び更新講習のオンライン実施について検討を重ねてま

いりました。本年度より、まずは可搬形資格者向けの更新講習にオンライン講習を

導入します。なお、自家発更新講習、専門技術者の講習・試験にも順次導入してい

く予定です。 

 

（２）電気工事士法による特種電気工事資格の認定申請への協力 

   専門技術者試験合格者のうち、電気工事士法で定める特種電気工事資格者（非常用 

予備発電装置工事資格者）の資格取得希望者を対象に、経済産業省産業保安監督部へ 

の認定申請の協力業務を行います。 

 

（３）発電設備点検済証の交付 

   専門技術者が発電設備の保守点検を行った際に貼付する点検済証を交付します。 

  （交付枚数） 

点検済証の種類 令和５年度 

計画数（枚） 

令和４年度 

実績数（枚）（見込） 

前年度実績比 

（％） 

自家用発電設備 

点検済証 
       ２,０００         ２,０８０    ９６ 

可搬形発電設備 

点検済証 
       ７,０００         ６,７００  １０５ 

 

 

３．規格・基準の整備と技術調査・研究活動 

 

（１）自家発電設備に関する技術基準等の協会規格（ＮＥＧＡ規格）の定期的見直しを行

います。 

 

（２）自家発電設備に係る技術の動向や大規模災害の被害状況などの調査･研究に取り組み

ます。 

 

（３）自家発電設備（防災用、常用）の設置に関するデータの収集・分析を行い、公表     

します。 

 

（４）自家発電設備の出力算定法に関する調査並びに基準改正を進めて行きます。 

出力算定ソフトウェアである「ＮＨ１Ｖer.４.０Ｓ(高効率モータ対応版）」を提供し、

ユーザーサポートを継続します。 



 4 

（５）ガス専焼発電設備を都市ガスの単独供給により予備燃料なしで設置する場合に、  

その供給系統が消防法令の基準に適合しているかを評価委員会で審査し、その決定に

基づき評価書を発行します。 

 

（６）消防機関及び関連団体等の自家発電設備に関する講習会に講師を派遣します。 

 

（７）行政機関等からの自家発電設備に関する諮問事項、要請事項に適切に対応します。 

 

４．協会事務局関連 

 

（１）定時総会・理事会の開催及び委員会活動 

   定時総会を６月に、通常の理事会を３回開催します。 

委員会（政策審議委員会、技術委員会、認証制度運営委員会、認証委員会、 

専門技術者審査委員会、ガス供給系統評価委員会等）及びその部会等の開催を計画に

沿って実施します。 

また、各省庁や関連団体の外部委員会等へも積極的に参画します。 

 

（２）広報活動・情報公開 

協会の事業活動、及び行政・業界等の情報を掲載する広報誌「内発協ニュース」を 

毎月発行し、会員、関係省庁・団体、消防機関等に広報します。 

ホームページでは、スピーディな情報提供と適切な情報公開を行うとともに、会員

専用サイトにおいては役立つ情報を迅速に発信していきます。 

また、東京ビッグサイトにて開催する「東京国際消防防災展２０２３」（開催日は  

６月１５日～６月１８日の４日間）に出展し、会員各社の広報の機会を提供するとと

もに協会事業等のＰＲに努めます。 

 

（３）視察研修会の実施 

新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえながら自家発電設備に関する新技術及び

設備等の視察研修会を実施します。 

 

（４）表彰活動 

  ① 当協会表彰 

当協会の事業運営に貢献を頂いた方々に対し、定時総会時に「功労者表彰」を   

行います。 

  ② 官公庁及び関連団体表彰 

    官公庁及び関連団体の表彰に会員各社より推薦します。 

    ・国土交通省 

「優秀施工者 国土交通大臣顕彰」(建設マスター） 

「青年優秀施工者 土地・建設産業局長顕彰」(建設ジュニアマスター) 
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・総務省消防庁 

「消防庁長官表彰」（消防機器開発普及功労者） 

・一般社団法人全国消防機器協会 

「会長表彰」（消防機器等関係者） 

・電気安全関東委員会（一般社団法人日本電気協会） 

「委員長表彰」（電気主任技術者・電気工事士部門）   

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 




